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1.「Digital Economy 2000」

米国商務省が2000年６月に発表した報告書で

はそれ以前の“Emerging Digital Economy

1999(1998)”からEmergingがとれて“Digital

Economy 2000”となった。米国政府はニュー

エコノミーを2000年に認めたといえる。その理

由の一つとして、従来の景気拡大では労働生産

性の伸び率が景気拡大が続くにつれて低下した

が、今回の景気拡大においては逆に伸びている

ことを示している。図表－１はこれまでの景気

拡大期間（1961-69年、1982-90年、1991-99年）に

おいて、景気拡大年数の期間ごとに労働生産性

の平均伸び率を比較している。1961-69年におい

ては最初２年間の労働生産性の平均伸び率4.7％

から次の２年間には3.6％、更に次の２年間には

3.3％と徐々に低下し、景気拡大が５年以上続い

た時には1.3％へと落ち景気拡大が終了してい

る。このパターンは1982-90年においても同じで

ある。しかし今回の景気拡大においては景気拡

大年数が3,4年に入ったとき、労働生産性の平均

伸び率は景気回復直後の２年間における2.5％か

ら1.0％へと低下したが、その後の２年間は

1.8％と倍近く伸び、景気拡大が７年以上ではさ

らに3.2％へと上昇している。このことから米国

経済における労働生産性の伸び率のトレンドシ

フトが生じ、ニューエコノミーにおける潜在成

長率の上昇が一般に容認された。

ＩＴ革新がどの国においても進展しているに

もかかわらず、米国のような労働生産性の上昇

が他の国では見られないのは単に時間的なラグ

の問題だろうか、あるいは米国社会にはＩＴ革

新が効率的な経済効果をもたらすような他国と

は異なる何かをもっているのだろうか？
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なぜ米国にニューエコノミーが誕生したか

ITeconomy Advisors,Inc. 代表　熊坂　有三

図表－1 景気拡大と生産性の伸び率
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2. ニューエコノーミーの構図

(1)ネットワーク効果

米国においてどのような順序でニューエコノ

ミーが誕生したかを図表－２が示している。一

般に技術革新が経済効果をもつには技術的なブ
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レークスルーが連続的におき、それが価格低下

に結びつき人々の間に広がらねばならない。図

表－２はITの技術的なブレークスルー、IT機器、

通信料金などの低下に加えて、IT革新のもつネ

ットワーク効果から人々の間に急速にインター

ネットが発展していることを示している。

ITのネットワーク効果とはIT革新が広がるこ

とにより、IT投資の価値が高くなるということ

を意味する。たとえば自分が10,000ドルの自動

車を買ったとする。しかし他の5,000人あるいは

百万人が同じ車を買ってもその価値はあまり変

わらない。むしろ道路が混雑して車の価値は下

がるかもしれない。しかしIT革新の場合は異な

る。多くの人々が同じオペレーティング・シス

テムを使い、同じソフトを使うようになればな

るほどコンピュータ投資の価値が高まる。IT革

新には他の技術革新とは異なるネットワーク効

果がありその進展を早める。

(2)取引コストの低下

インターネットが急速に発達したことによっ

て経済において大幅な「取引コストの低下」が

生じた。これには「サーチコスト」「処理コス

ト」「メニューコスト」と言われるものがある。

サーチコストとは人々、企業などがビジネス相

手を探すコストである。この低下の例はYahoo、

図表－2 ニューエコノミーの構図
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Altavistaなどのサーチエンジンを使ったことが

あれば容易に理解ができる。消費者ならば探し

ているものを誰が、何処で、幾らで売っている

かを探す必要がある。例えば、安い航空券、ホ

テルを探そうと思えば深夜でもインターネット

で容易に探すことができる。

処理コストの低下も著しい。コンピュータ販

売のデル社は各地に店を持つ必要もなく、イン

ターネット販売を行うことで大幅なコスト削減

を行っている。インターネットバンキングにし

ても同じである。各地に店舗をもつ必要がない

ことから、処理コストの削減ができ預金者に従

来の銀行よりも高い金利を提供している。ビジ

ネスtoビジネス（B2B）になればこの処理コス

トの低下は非常に大きなものになる。例えば、

ＧＭ、フォード、ダイムラー・クライスラーＡ

Ｇ、ルノー、日産の５つの自動車会社は２つの

情報技術会社コマース・ワン、オラクルと合同

で部品購入のCovisintのウェブサイトを作ってい

る。これらの自動車メーカーはこのウェブサイ

トを通じて部品を発注すればよく、一方多くの

部品メーカーもこのウェブサイトを通してユー

ザーを探すことができる。このように各自動車

メーカーが独自に部品業者を探さないようにな

れば競争原理が働き大きなコスト削減になる。

メニューコストというのは売り手の価格変

更、新製品の発売など、買い手への情報供給で

ある。新聞広告は買い手への情報伝達に時間が

かかり、その範囲も限られる。しかし一旦需要

者のＥメールアドレスをもてば彼らへの情報提

供は時間的にも早く、いつでも細かな変更情報

も伝えられる。インターネットによりビジネス

のメユーコストは大幅に低下している。

(3)参入障壁の低下・競争の激化

このように取引コストが低下すると、うまい

ビジネスと思えば誰もが参入できるようにな

る。すなわち取引コストの低下がビジネスの参

入障壁の低下をもたらし競争が非常に厳しいも

のになる。1999年７月にアメリカン・エキスプ

レスがインターネット・バンキングへの参入を

発表した。住宅ローンに関しても、インターネ

ットを使ったオンライン住宅ローンが次々と登

場している。Eトレードの競争も激しい。

E*trade、Suretrade, Schwab, Ameitrade,

Datek,….と多くのＥトレード会社があり、既

存の大手証券会社もすでにＥトレードに参入し

ている。米国の大手航空会社も航空券、ホテル

予約、レンタカーなどいろいろなサービスを他

のインターネット会社に負けないように共同で

ウェブサイトを開発している。

厳しい競争のもとで企業が勝ち抜いていくに

は生産性を上げるか、大幅なコスト削減をする

必要がある。そのために企業は労働者のヒュー

マン・キャピタルを改善し、また一定の分野に

特化する必要がある。あるいは生産性の低い分

野に関してはアウトソーシングなどが考えられ

る。企業が厳しい競争に勝ち抜いていくにはこ

れらの手段にITの特徴であるネットワーク効

果、限界コストの低下をうまく生かし大幅なコ

スト削減や収穫逓増を実現していかざるを得な

い。限界コストの低下とはネットワーク効果と

も関係している。IT革新の場合、例えば顧客サ

ービスの情報システムを開発するには巨大なコ

ストがかかるために銀行は合併・併合が必要と

なるが一旦出来あがってしまえば追加的な顧客

へのサービスコストはほとんどかからないとい

う特徴がある。このようなことから、IT革新を

取り入れる企業は仮に10％のアウトプット増を

目指すときにコストの伸びが10％にいたらない

ような収穫逓増のビジネス機会に恵まれる。こ

の結果としてマクロ的に生産性の伸び率が改善
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し、潜在成長率が上昇し、インフレ圧力も軽減

されるというニューエコノミーが米国に誕生し

たと言える。

3. IT革新にあった米国文化

IT革新の特徴として、それを受け入れる国の

文化が大きな影響を及ぼす。ITに関した技術的

な革新の多くが米国で起こっていることは確か

だが、技術の海外へのスピルオーバー効果を考

えれば、なぜ米国でいち早くIT革新が進んでい

るかの疑問が生じる。それに対して米国の雑誌

U.S. News and World Reportの会長であるザッ

カーマンはIT革新における米国の技術的優位性

とIT革新と米国の個人主義文化がマッチしたこ

とから米国の時代が来たことを賞賛している。

特に米国の文化に関しては次のように述べてい

る。

A米国文化はITビジネスの下地となる個人主

義、企業化精神、プラグマティズム、新奇さ

を大切にする。

B米国の文化には独立独歩の人を養う、若者を

元気づけ、新しく入ってくる人を歓迎する傾

向がある。そして底から這い上がってくる能

力のあるもの、活力のあるものに対して非常

に開放的である。

Cその結果、米国文化のもとでベンチャービジ

ネスが育ちやすい。

ザッカーマンはこのような米国文化の特徴を

あげ米国社会はこれまでの大量生産システムよ

りもこれからの知識ベース経済に適していると

言う。

(1)流動的な米国労働市場

文化的な特徴の一つとして米国の労働市場の

高い流動性が上げられる。IT革新によりビジネ

スの仕方が急速に変わっている。しかしIT革新

の速度が非常に早いために企業においてはこれ

までの労働者を訓練する時間がなくなることも

ある。よく言われる例として、「急に木に登る

仕事が出てくればこれまで雇っていた七面鳥に

木登りを教えるより、直ぐにリスを雇え」と。

しかし、このようなことがすべての国でできる

とは限らない。いつまでも時間をかけて七面鳥

に木登りを教えなければならない文化をもつ国

もある。このような国においてはIT革新が収穫

逓増の経済の可能性をもたらしているにもかか

わらず、その可能性を潰していると言える。ま

た、市場のグローバル化により競争が厳しくな

っていることから企業は労働者に専門性を要求

し、また企業内の生産性の悪い部門を他の専門

企業にアウトソーシングすることが必要とな

る。しかし、米国企業とは異なりスペシャリス

トよりもゼネラリストを養成しているような企

業ではIT革新が生産性上昇の環境を作り出して

はいるものの生産性の向上は限られ、グローバ

ル化した競争に勝つことができないと思われ

る。

(2)抵抗ない移民の受け入れ

米国情報技術協会会長のHarris Millerによれば

米国コンピュータ産業では84万の職が満たされ

ないでおり、アメリカ人だけでは十分に満たす

ことができないという。米国ではこの不足を容

易にグローバルな労働市場に求めることができ

る。クリントン大統領は2000年５月に技術をも

つ移民に与えるH-1Bビザの数を増加させる政策

を発表した。米国の労働者教育・訓練を第一優

先とするものの、米国はグローバルな競争を更

に勝ち抜いていくために急増するハイテク労働

者を獲得する必要がある。このために米国は海

外の労働市場にアクセスする政策を取った。

2001～03年のH-1Bビザの発行枠数がそれぞれ10
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万7500、6万5千、６万5千だったのを毎年20万

件にまで増加し、2001年においてはそのうちの

40％を修士号以上の学位をもつ移民に割り当て

る予定である。更に2002、2003年にはその比率

を45％、50％と高くすることが提案されている。

要するに、米国は良質のヒューマン・キャピタ

ルの輸入を試みている。これができるのも米国

文化の特徴といえる。このように急増するIT技

術者を一時的に海外市場に求める一方、H-1Bビ

ザの申請料をこれまでの500ドルから2,000ドル、

あるいは3,000ドルに引き上げてその増加した収

入を米国労働者、特に女性、マイノリティー、

ハンディキャップの人々のIT訓練に使うという

賢いIT政策を米国は考えている。

4. 進んでいる米国のIT経済政策

米国ではいち早くIT革新による教育格差、所

得格差、人種別、性別、地域格差によるDigital

Divideに気づきそれを「Digital Opportunity」に

変えるべきIT経済政策を実行し、また提唱して

いる。

(1)E-Rate政策

クリントン大統領はIT技術習得に関する機会

平等の観点から、1994年に行われたInformation

Super Highwayサミットにおいて２つの目標を

掲げた。１つは2000年までに各公立学校におい

てコンピュータ１台あたりの生徒数を５人にま

で下げる。もうひとつは2000年までにすべての

学校がインターネットを使えるようにする。こ

の２つの目標達成のために、政府は公立学校、

公立図書館の通信料金を割引く政策を導入し

た。公立学校、公立図書館の財政事情に応じて

通信料金の20％から90％の割引を行う。公立学

校は平均して60％の割引を受けていると言われ

る。また、非常に貧しい公立学校、公立図書館

では80％から90％の割引を受けている。この結

果として1997年において公立学校におけるコン

ピュータ１台あたりの生徒数は6.3人にまで低下

し当初の目的をほぼ達成していることがわか

る。またインターネットのアクセスにおいても

中学、高校を統合した場合1994年からアクセス

状況は急速に改善し1998年においては85％がイ

ンターネットへのアクセスが可能になってい

る。使用者が10万人を超える公立図書館につい

てもインターネットへのアクセスは1998年に

85％にまで急速に改善している。

(2)The Technology Literacy Challenge

このIT政策は教育省による教育現場への援助

政策といえる。政策目標として次の４つがあげ

られている。

Aすべての教師はIT訓練を受け生徒がコンピュ

ーター、Information Highwayを通じて学習

するのを助けられるようになること。

Bすべての教師、生徒が最新のコンピューター

などの学習装置を使用できるようになる。

CすべてのクラスルームがInformation Highway

に通じ世界中のクラスと接触できるようにな

ること。

D教育ソフト、オンライン教育が教育カリキュ

ラムの一部に統合される。

この政策のために1996年に20億ドルの基金が

設置され主に州政府のIT政策プログラム

（1997～2002年間）に使用されることになって

いる。1997年においてはカリフォルニア州が

20.6百万ドルと最も多くの資金を得た。次にニ

ューヨーク州の17.3百万ドル、テキサス州の

16.3百万ドルとなっている。

(3)A National Call to Action Program

この政策は官民協力によるIT経済政策であり
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２つの目的がある。１つはすべての子供に21世

紀を生き抜くためのNew Basicと呼ばれる基本

的なIT技術を身に着けさせること。もう１つの

目標はすべての米国民、地域によって生じるIT

DisadvantageをDigital Opportunityに変えるこ

と。クリントン大統領は2000年４月に400以上

の企業と非営利団体がこのプログラムに署名を

したと発表した。

たとえばYahooは百万ドルのバナー広告をだ

し、AmeriCorpあるいはE-Corpというプロジ

ェクトでIT技術をもったボランティア・ワーカ

ーの募集をしている。これらのボランティアの

人々は学校のテクニカルサポートや地域社会で

の技術センターで教えたりする。3Com社は

NetPrepプロジェクトといい、14～16才の少女

のIT教育に33万ドルを使うことを約束してい

る。全米図書館協会では250を超える地域にお

いてInformation Literacy ProgramというIT教

育を導入することを約束している。これらは各

民間企業、非営利団体がそれぞれの得意な分野

で政府のIT経済政策を助けているといえる。

(4)E-Contract with America

(High-Tech Agenda)

このIT経済政策は2000年の５月に共和党によ

って発表された。この政策には研究開発や投資

を促進すべき減税対策から、IT disadvantageの

人々へのdigital opportunityの供与、インター

ネットにおけるセキュリティーの問題、在宅勤

務の人々へのベネフィット供与、つまらぬ訴訟

の防止、規制緩和、知的所有権の保護、高速イ

ンターネットアクセスの促進などいろいろな政

策が含まれている。しかしこの政策の中で最も

注目されるのは、フランス政府のMinitelの失敗

を考慮して民間の創造力に基づいたIT革新の促

進を提唱していることにある。この政策の中で

共和党は「確かに、最初にIT政策を政府主導で

行うことに惹かれがちになるが、政府というの

はパーティーが終わってもなかなか帰らない

隣人の客に似ている」と言い、民間主導のIT政

策の持続性を主張している。

(5)男女別によるDigital Divideの解消

クリントンは2001年度予算においてNational

Science Foundation(NSF)に２千万ドルのグラ

ントを計上し、科学、工学の分野での女性労働

者の増加を促している。また、クリントンはエ

ネルギー省のウエブページを使って、科学・工

学の分野で働いている女性を紹介し、女性のこ

の分野でのプロフェッショナルなキャリア形成

を促している。IT革新を成功させる要因のひと

つには如何に女性労働を活用するかにある。こ

れができる国とできない国ではIT革新の経済効

果に大きな差が出てくる。

5. おわりに

IT革新によりビジネスの取引コストが低下

し、新規の参入障壁が低下した。その結果競争

が厳しくなり、それに打ち勝つためには各企業

は大幅なコスト削減、生産性の向上を目指さね

ばならならなくなった。IT革新のネットワーク

効果、限界コストの低下から各企業の戦略とし

て収穫逓増という経済を実現することが重要と

なった。しかし、IT革新が収穫逓増、大幅なコ

スト削減の環境を整えるもののそれを実現する

には各国の文化、IT経済政策が重要となる。IT

革新が各国で進んでいるものの米国以外では顕

著な労働生産性の伸びがみられず、ニューエコ

ノミー化が表れない原因には単に各国のIT経済

政策が遅れていることばかりか、その国の文化

がIT革新に合っていないことも考えられる。


